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第４ 無窓階の取扱い 

無窓階の取扱い 

平成２８年２月２３日 

浜消局達第１９７号 

改正 平成３１年２月１４日 浜消局達第１７５号 

無窓階とは、建築物の地上階のうち、避難上又は消火活動上有効な開口部を有しない階をいい、床面積に対す

る開口部の割合、開口部の位置（床面からの高さ及び空地）及び構造により決定する。 

無窓階以外の階の判定は、消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号。以下「省令」という。）第５条の２

の規定によるほか、細部については、次により運用する。 

１ 床面積に対する開口部の面積の割合 

省令第５条の２第１項に規定する床面積に対する避難上及び消火活動上有効な開口部の面積の割合は、次に

よること。 

(1) １１階以上の階 

直径５０センチメートル以上の円が内接することができる開口部の面積の合計が当該階の床面積の３０

分の１を超えるものであること（第１図参照）。 

(2) １０階以下の階 

前(1)の開口部の割合と同様であるが、前(1)の開口部のほかに、直径１メートル以上の円が内接すること

ができる開口部又は幅７５センチメートル以上及び高さ１．２メートル以上の開口部（以下「大型開口部」

という。）が２以上含まれているものであること（第２図参照）。 
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第１図 

直径 50センチメートル以上の円が内接することができる開口部 
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２ 開口部の位置 

(1) 床面から開口部の下端までの高さは、１．２メートル以内であること。ただし、次のアからオまでの全

てに適合する踏み台を設けた場合は、有効な開口部として取り扱うことができる（第３図参照）。 

ア 不燃材料で造られ、かつ、堅固な構造であること。 

イ 開口部が設けられている壁面と隙間なく床に固定されていること。 

ウ 高さ３０センチメートル以下、奥行き３０センチメートル以上、幅は開口部の幅以上であること。 

エ 踏み台の上端から開口部の下端までは、１．２メートル以下であること。 

オ 避難上支障がないように設けられていること。 

(2) 次に掲げる空地等は、省令第５条の２第２項第２号に規定する「通路その他の空地」として取り扱うこ

とができる。 

ア 国又は地方公共団体の管理する公園、河川敷等で、将来にわたって、その状態が確保されるもの 

イ 道又は道に通じる幅員１メートル以上の通路に通じる広場、建築物の屋上、傾斜地、階段状、バルコニ

ー、ひさしの部分等で、避難及び消火活動に支障がないもの 

ウ 建築物の壁面から１メートル以内の空地又は通路の部分にある樹木、塀その他の工作物で避難及び消火

活動に支障がないもの 

(3) 開口部は、格子その他の内部から容易に避難することを妨げる構造を有しないものであり、かつ、外部

から開放し、又は容易に破壊することにより進入できるものであること。 

(4) 開口部は、開口のために常時良好な状態に維持されているものであること。 

３ 開口部の構造 

次に掲げる開口部は、省令第５条の２第２項第３号に規定する「内部から容易に避難することを妨げる構造

を有しないものであり、かつ、外部から開放し、又は容易に破壊することにより進入できるもの」として取り

扱うことができる（別表第１参照）。 

踏 み 台 踏 み 台 

1.2ｍ以下 1.2ｍ以下 

30ｃｍ以上 

30ｃｍ以下

開口部の幅以上 

ＦＬ 

第３図 （開放することができる部分を開口部とした例） 
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(1) はめ殺しの窓 

ア 普通板ガラス、フロート板ガラス、磨き板ガラス、型板ガラス、熱線反射ガラス又は熱線吸収板ガラス

（以下「普通ガラス等」という。）のもの（ガラスの厚さが６ミリメートル以下のもの） 

イ 強化ガラス（ガラスの厚さが６ミリメートル以下のもの） 

ウ 超耐熱性結晶化ガラス（厚さ５ミリメートル以下のもの） 

エ 複層ガラスで、その２枚以上のガラスが前アからウまでのいずれかにより構成されているもの  

オ 前アからエまでのガラスに次のフィルムを貼付したもの 

 (ｱ) ポリエチレンテレフタレート（以下「ＰＥＴ」という。）製窓ガラス用フィルム（引裂強度を強くす

ることを目的として数十枚のフィルムを重ねたものを除く。）のうち、基材の厚さが１００マイクロメ

ートル以下のもの 

 (ｲ) 塩化ビニル製窓ガラス用フィルムのうち、基材の厚さが４００マイクロメートル以下のもの 

カ 前アからオまで以外のガラスであって、窓を容易にはずすことができるもの 

(2) 内部から施錠されている窓（ガラスを一部破壊することにより、外部から解錠することができるものに

限る。） 

ア 普通ガラス等（厚さが６ミリメートル以下のもの） 

イ 網入り板ガラス及び線入り板ガラス 

(ｱ) 厚さが６．８ミリメートル以下のもの 

(ｲ) 厚さが１０ミリメートル以下で、かつ、外部にバルコニー、屋上広場等の破壊作業のできる足場が

設けられているもの 

ウ 強化ガラス（厚さが１２ミリメートル以下のもの） 

エ 超耐熱性結晶化ガラス（厚さ５ミリメートル以下のもの） 

オ 合わせガラス(フロート板ガラス６ミリメートル以下＋ＰＶＢ３０ｍｉｌ(膜厚０．７６ミリメートル以

下）＋フロート板ガラス６ミリメートル以下のもの又は網入り板ガラス６．８ミリメートル以下＋ＰＶＢ

３０ｍｉｌ（膜厚０．７６ミリメートル以下）＋フロート板ガラス５ミリメートル以下のもの） 

カ 前オ以外の合わせガラスで、外部にバルコニー、屋上広場等の破壊作業のできる足場が設けられている

もの（フロート板ガラス５ミリメートル以下＋ＰＶＢ６０ｍｉｌ（膜厚１．５２ミリメートル以下）＋フ

ロート板ガラス５ミリメートル以下のもの、網入り板ガラス６．８ミリメートル以下＋ＰＶＢ６０ｍｉｌ

(膜厚１．５２ミリメートル以下）＋フロート板ガラス６ミリメートル以下のもの又はフロート板ガラス

３ミリメートル以下＋ＰＶＢ６０ｍｉｌ（膜厚１．５２ミリメートル以下）＋型板ガラス４ミリメートル

以下のもの） 

キ 複層ガラスで、その２枚以上のガラスが前アからカまで（イ(ｲ)のものを除く。）のいずれかにより構成

されているもの 

ク 前アからキまでのガラスに次のフィルムを貼付したもの 

 (ｱ) ＰＥＴ製窓ガラス用フィルム（引裂強度を強くすることを目的として数十枚のフィルムを重ねたも

のを除く。）のうち、基材の厚さが１００マイクロメートル以下のもの 

 (ｲ) 塩化ビニル製窓ガラス用フィルムのうち、基材の厚さが４００マイクロメートル以下のもの 

ケ 前アからキのガラスにＰＥＴ製窓ガラス用フィルムのうち、基材の厚さが４００マイクロメートル以下

のもの（引裂強度を強くすることを目的として数十枚のフィルムを重ねたものにあっては、基材の厚さが
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１００マイクロメートル以下のものに限る。）を貼付したもので、外部にバルコニー、屋上広場等の破壊

作業のできる足場が設けられているもの 

(3) シャッター等 

ア 軽量シャッター等（手動） 

(ｱ) 屋内外から手動で容易に開放できるもの 

(ｲ) 水圧解錠装置等により屋外から容易に開放できるもの（避難階以外のものにあっては、外部にバル

コニー、屋上広場等の破壊作業のできる足場が設けられているものに限る。） 

(ｳ) 煙感知器等と連動して解錠し、屋内外から手動で開放できるもの（非常電源付きのものに限る。） 

イ 電動シャッター等（重量・軽量） 

(ｱ) 屋内外から電動により開放できるもの（非常電源付きのものに限る。） 

(ｲ) 屋外から水圧によって開放できる装置（シャッター等の水圧開放装置に関する取扱いについて（昭

和５２年１２月１９日付け消防予第２５１号）に適合しているものに限る。）を備えたもの（避難階以

外のものにあっては、外部にバルコニー、屋上広場等の破壊作業のできる足場が設けられているものに

限る。） 

(4) 二重窓 

ア 屋内外から開放できるガラス戸 

イ 避難階に設けられた前(4)のシャッター等の内部のガラス戸 

ウ 前ア及びイのガラス戸の構造は、前(1)から(3)までによるものであること。 

(5) 間仕切り壁等を設けることにより、室内と開口部とが区画された構造のもので開口部と相対する部分に

出入口（内外から手動で開放できるものに限る。）が設けられたもの（第４図参照） 

(6) 開口部と間仕切り壁等の間に通路を設け、当該間仕切り壁等に出入口を有効に設けられたもので、次の

アからウまでに適合するもの又はこれと同等以上に支障がないと認められるもの（第５図参照） 

ア 通路は、通行又は運搬の用途のみに供され、かつ、可燃性物品等が存置されていないなど常時通行に支

障がないこと。 

イ 通路及び間仕切り壁等の出入口の幅員は、おおむね１メートル以上であること。 

ウ 間仕切り壁等の出入口と一の外壁の開口部との距離は、おおむね１０メートル以下であること。 

間仕切り壁等 
屋 内 

屋 外 

第４図 
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４ その他 

(1) 開口部の有効寸法の算定は、原則としてガラス部分とするが、開口部の形式等により判断するものであ

ること（別表第２参照）。 

(2) 吹き抜けのある場合の床面積及び開口部の取扱いは、次によるものとする（第６図参照）。 

ア 床面積の算定は、当該階の床が存する部分とする。 

イ 開口部の面積の算定は、床が存する部分の外壁開口部の合計とする。 

吹抜 

Ａ Ａ  床面積を算定する部分 

開口部の面積を算定する部分 

第６図 

屋 外 

第５図 

通 路 

出入口 

屋 内 

10ｍ以下 1ｍ以上 

1ｍ以上 
間仕切り壁等 
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別表第１ 

ガラスの種類・厚さ等 
開口部 

の条件 

判定 

足場有 足場無 

普通板ガラス 

フロート板ガラス 

磨き板ガラス 

型板ガラス 

熱線反射ガラス 

熱線吸収板ガラス 

厚さ６ｍｍ以下 

引き違い戸 ○ ○ 

ＦＩＸ ○ ○ 

網入り板ガラス 

線入り板ガラス 

厚さ６．８ｍｍ以下 
引き違い戸 △ △ 

ＦＩＸ × × 

厚さ１０ｍｍ以下 
引き違い戸 △ × 

ＦＩＸ × × 

強化ガラス 

厚さ６ｍｍ以下 
引き違い戸 ○ ○ 

ＦＩＸ ○ ○ 

厚さ１２ｍｍ以下 
引き違い戸 △ △ 

ＦＩＸ × × 

超耐熱性結晶化ガラス 厚さ５ｍｍ以下 
引き違い戸 ○ ○ 

ＦＩＸ ○ ○ 

合わせガラス 

フロート板ガラス６ｍｍ以下＋ＰＶＢ

３０ｍｉｌ(膜厚０．７６ｍｍ以下)＋フ

ロート板ガラス６ｍｍ以下 

引き違い戸 △ △ 

ＦＩＸ × × 

網入り板ガラス６．８ｍｍ以下＋ＰＶＢ

３０ｍｉｌ(膜厚０．７６ｍｍ以下)＋フ

ロート板ガラス５ｍｍ以下 

引き違い戸 △ △ 

ＦＩＸ × × 

フロート板ガラス５ｍｍ以下＋ＰＶＢ

６０ｍｉｌ(膜厚１．５２ｍｍ以下)＋フ

ロート板ガラス５ｍｍ以下 

引き違い戸 △ × 

ＦＩＸ × × 

網入り板ガラス６．８ｍｍ以下＋ＰＶＢ

６０ｍｉｌ(膜厚１．５２ｍｍ以下)＋フ

ロート板ガラス６ｍｍ以下 

引き違い戸 △ × 

ＦＩＸ × × 

フロート板ガラス３ｍｍ以下＋ＰＶＢ

６０ｍｉｌ(膜厚１．５２ｍｍ以下)＋型

板ガラス４ｍｍ以下 

引き違い戸 △ × 

ＦＩＸ × × 

複層ガラス 
構成するガラスごとに本表（網入り板ガラス及び線入り板ガラスは、厚さ６．８

ｍｍ以下のものに限る。）により全体の判断を行う。 

備考 

１ 「引き違い戸」とは、片開き、開き戸等通常は屋内から開放することができ、かつ、当該ガラスを一部破

壊することにより屋外から開放することができるものをいう。

 ２ 「ＦＩＸ」とは、はめ殺し窓をいう。

 ３ 「足場有」とは、避難階又はバルコニー、屋上広場等の破壊作業のできる足場が設けられているものをい

う。 

 ４ 「ＰＶＢ」とは、ポリビニルブチラール膜をいう。 

 ５ 低放射ガラス（通称：Ｌｏｗ－Ｅ膜付きガラス）を用いた開口部は、基板となるガラスを本表（網入り板



第 4 無窓階の取扱い 

2-53 

ガラス及び線入り板ガラスは、厚さ６．８ミリメートル以下のものに限る。）により判断する。 

 ６ ＰＥＴ製窓ガラス用フィルム（引裂強度を強くすることを目的として数十枚のフィルムを重ねたものを除

く。）で基材の厚さが１００マイクロメートル以下のもの及び塩化ビニル製窓ガラス用フィルムで基材の厚

さが４００マイクロメートル以下のものを貼付したものは、フィルムによる影響がないものとして各ガラス

の基準により判断する。 

 ７ ＰＥＴ製窓ガラス用フィルムで基材の厚さが４００マイクロメートル以下のもの（引裂強度を強くするこ

とを目的として数十枚のフィルムを重ねたものにあっては、基材の厚さが１００マイクロメートル以下のも

のに限る。）を貼付したもので足場有のものは、引き違い戸として取り扱う。 

〔凡例〕 

 ○ 省令第５条の２第２項第３号に規定する開口部として取り扱うことができる。 

 △ ガラスを一部破壊し、外部から開放することができる部分（引き違い戸の場合は、２分の１の面積で算定

する。）を省令第５条の２第２項第３号に規定する開口部として取り扱うことができる。 

 × 省令第５条の２第２項第３号に規定する開口部として取り扱うことができない。
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別表第２ 

有効開口部の面積 判断基準 

①はめ殺し窓 ガラス面を有効開口部と

する。 

②引き違い窓 原則として開放すること

ができる部分Ａ（開放部

分）を有効開口部とする

が、Ｂ（開放部分＋ガラス

面）又はＣ（ガラス面２枚）

を有効開口部として取り

扱って差し支えない。 

③片開き窓・両開き窓・片引き窓・両引き窓 開放部分を有効開口部と

する。 

④上げ下げ窓 原則として開放すること

ができる部分Ａを有効開

口部とするが、上部の開口

部の下端が床面から１．２

ｍ以内の場合は、Ｂ（開放

部分＋ガラス面）を有効開

口部として取り扱って差

し支えない。 

⑤回転窓 Ａの部分とする。(横軸の

ものも同様であること。) 

注：Ａ＝Ｂ(１－cosθ) 

Ａ Ｂ 

片開き窓 両引き窓 

Ａ Ｂ 

 回転窓（縦軸） 

両開き窓 片引き窓 

Ｃ 

Ａ 

Ｂ 

θ 

θは、最大開口角度(0度～90度) 
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⑥バルコニーがある場合 Ａが１ｍ以上で、手すりの

高さが１．２ｍ以下であっ

て、かつ、バルコニーの幅

員が６０ｃｍ以上の場合

は、Ｃを有効開口部とす

る。 

なお、バルコニーの幅員が

６０ｃｍ未満の場合は、Ｂ

を有効開口部とする。 

Ａ 1ｍ以上 

Ｃ

Ｂ

1.2ｍ以下 

60ｃｍ以上 

開

口

部

屋内 
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